
 

 

東京学芸大学電気工作物保安規則の一部を改正する規則を次のように制定する。 

 

  平成14年６月26日 

                  東京学芸大学長 

                    岡 本 靖 正 

 

 

平成14年規則第３号 

東京学芸大学電気工作物保安規則の一部を改正する規則 

 

東京学芸大学電気工作物保安規則（平成２年規則第３号）の一部を次のように改

正する。 

 

第１条中「第74条第４項において準用する法第52条第１項」を「第42条第１項」

に改める。 

第３条第３号中「その職務を代行する者を置き，あらかじめ管理者が指定するも

のとする」を「あらかじめ管理者が指定した代務者がその職務を代行する」に改め

る。 

第６条第１項に次の１号を加える。 

(8) 発電所の起動及び停止操作に関すること。 

第１１条の見出しを「（電気工作物の運転等）」に改め，同条に次の２項を加え

る。 

３ 系統連系に係る電気工作物の運転，保守及び運用に当たつては，本学と電力需

給契約を締結している電気事業者（以下「電気事業者」という。）と協調を図る

とともに，緊急時における安全対策を明確にしておくものとする。 

４ 発電所の運転を長期間停止した後その運転を再開する場合は，別表第２小出力

発電所の項に定める基準による巡視，点検及び測定を行うものとする。 

第１２条第１項中「当該範囲の」の次に「発電及び」を加え，同条に次の１項を

加える。 

３ 災害時の系統連系は，電気事業者と十分連絡をとり，保安が確認された場合を

除いては，行わないものとする。 

第１４条中「東京電力株式会社」を「電気事業者」に改める。 

第１６条中「別に定めることができる」を「管理者が別に定める」に改め，同条

を第１７条とし，第１５条中「受配電室」の次に「，発電所」を加え，同条を第１

６条とし，第１４条の次に次の１条を加える。 

  （発電所の位置等） 

第１５条 発電所の位置及び需要設備の構内の範囲は，別図のとおりとする。 

２ 発電所と需要設備の区分は，専用配線用しゃ断器の一次側とする。 



別表第１を次のように改める。 
別表第１ 

組  織  構  成

学 長 
（管理者） 

事 務 局 

（保健管理センター・ 
有害廃棄物処理施設・ 

留学生センターを含
む。） 

附 属 図 書 館 

国 際 教 育 セ ン タ ー 

第 一 部 

第 二 部 

第 三 部 

（放射性同位元素総合
実験施設を含む。） 

第 四 部 
（附属環境教育実践施

設を含む。） 

附属特殊教育研究施設 

附属教育実践総合センター 

情 報 処 理 セ ン タ ー 

注(1)     指揮命令・連絡系統を示す。 
  (2)     組織系統を示す。 
  (3) 担当係長等は，国有財産補助監守者の指定を受けた者 

附 属 幼 稚 園 

附 属 小 金 井 中 学 校 

附 属 小 金 井 小 学 校 

附 属 学 校 部 

附属学校部 

事務長 
附属小金井小学校担当 
係長等     （補助者） 

教員養成カリキュラム
開発研究センター 

主任技術者 

(有害廃棄物処理施設を含む）
事務局長 

総務部長 

経理部長 

総務課長 

主計課長 

 施設部長 施設課長 担当係長等（補助者） 

担当係長等（補助者） 

担当係長等（補助者） 

(保健管理センターを含む） 

(留学生センターを含む） 

学務課長 

留学生課長 

学務部長 

担当係長等（補助者） 

担当係長等（補助者） 

情報管理課長 事務部長 担当係長等（補助者） 

(放射性同位元素総合実験 

 施設を含む） 

第一部担当係長等（補助者） 
教育学部 

事務長 

(附属環境教育実践施設を 
 含む） 

第二部担当係長等（補助者） 

第三部担当係長等（補助者） 

第四部担当係長等（補助者） 

担当係長等（補助者） 

担当係長等（補助者） 

担当係長等（補助者） 

担当係長等（補助者） 

担当係長等（補助者） 

附属学校部担当係長等 

        （補助者） 

附属小金井中学校担当 
係長等     （補助者） 

附属幼稚園担当係長等 

        （補助者） 

 



 

別表第２負荷設備の項の次に次のように加える。 

 

太陽電池アレイ １ ６ヶ月 外観点検 

本体 

損傷，汚損，発錆等 

１ １年 外観点検 

本体 

損傷，汚損，発錆等 

１ １年 

 

機関の調整 

（必要に応じ） 

１

 

２

１年 

 

１年 

絶縁抵抗測定 

（必要に応じ）

接地抵抗測定 

（架台等） 

（必要に応じ）

接続箱 １ ６ヶ月 外観点検 

本体 

損傷，汚損，発錆等 

接続部のゆるみ 

１ １年 外観点検 

本体 

損傷，汚損，発錆等 

接続部のゆるみ 

   １

２

１年 

１年 

絶縁抵抗測定 

放射温度計によ

る温度測定 

（必要に応じ）

パワーコンディシ

ョナー 

（インバーター） 

（系統連系 

保護装置等） 

１

 

 

 

２

６ヶ月 

 

 

 

６ヶ月 

外観点検 

本体 

損傷，汚損，発錆等 

接続部のゆるみ 

その他 

設置場所の環境表示

部の動作確認 

１

 

 

 

２

１年 

 

 

 

１年 

外観点検 

本体 

損傷，汚損，発錆等 

接続部のゆるみ 

その他 

設置場所の環境 

   １

２

１年 

１年 

絶縁抵抗測定 

保護継電器等の

動作試験 

小
出
力
発
電
所
（
太
陽
光
発
電
所
） 

電路          １ １年 絶縁抵抗測定 

 

別表第５の次に次の１図を加える。 
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附属小金井中学校

北門テニスコート

環境教育実践施設

処理施設
有害廃棄物

温室

変電室

課外活動施設
中央ボイラ室

研究棟
２号館

教室
工芸

RI
実験室

薬品庫

２０周年記念館

弓道場

正　門
車庫

倉庫

プール

体育館

武道場

剣道場 柔道場

舞踊場

保健管理センター

小体育館

更衣室

北門

総合グランド

合宿所

野球場

卓球場

プール更衣室

プール

プール跡地

プール門

附属幼稚園小金井園舎

小金井市用地

東門

ハンド
ボール
コート

バレーコート

テニスコート

プール

合同棟 校舎本館

附属小金井小学校

低学年棟
体育館

家族棟
プール 単身棟国際

交流
会館

音楽演奏ホール

校舎本館

特殊教育研究施設

大体育館

総合メディア
教育館

技術科学科研究棟１号館

技術科学科
美術学科研究棟

美術学科
西講義棟
（Ｗ棟）

西講義棟
（Ｗ１１０）

南講義棟

（Ｓ棟）

北講義棟

（Ｎ棟）
中央講義棟
（Ｃ棟）

音楽科研究棟

音楽学科・生活科学学科
研究棟

小金井クラブ

芸術館

自然科学系研究棟

第２むさしのホール

人文科学系研究棟１号館

教育実践総合センター
情報処理センター

事務局（留学生センター）

第１むさしのホール

人文科学系研究棟２号館

人文科学系研究棟本館

人文科学系研究棟３号館

トレーニング
センター３号館

健康・スポーツ
科学学科研究棟

健康・スポーツ
科学学科研究棟
１号館 ２号館

附属図書館

生活科学学科研究棟棟

都道（連雀通り）

区分点（パワーコンディショナー・配線用しゃ断器）
２０ＫＷ太陽光発電所（変電所名＃１９）

区分点（パワーコンディショナー・配線用しゃ断器）

区分点（パワーコンディショナー・配線用しゃ断器）
５ＫＷ太陽光発電所（変電所名＃２）

３０ＫＷ太陽光発電所（変電所名＃１）

責任分界点（第１号柱、ＧＲ付　ＰＡＳ）

０ ５０ １００
ｍ

小金井団地配置図



   附 則 

この規則は，平成14年６月26日から施行し，平成14年４月１日から適用する。 

 



東京学芸大学電気工作物保安規則 新旧対照表（抄） 

現          行 改          正 

 
   〔省略〕 
 
 （趣旨） 
第１条 この規則は，電気事業法（昭和39年法律第 170号。以下「法」という。）
第74条第４項において準用する法第52条第１項の規定に基づき，東京学芸大学（
以下「本学」といい，小金井団地に限る。以下同じ。）における電気工作物の工 
事，維持及び運用に関する保安を確保するため，必要な事項を定めるものとする。 

 
   〔省略〕 
 
 （保安業務組織） 
第３条 電気工作物の工事，維持及び運用に関する責任の所在並びに電気工作物の
工事，維持及び運用に関する保安業務（以下「保安業務」という。）を執行する
ための組織構成は，次の各号に定めるところによる。 
(1) ～(2)  〔省略〕 
(3) 主任技術者が病気その他やむを得ない事由により職務の遂行ができないとき
は，その職務を代行する者を置き，あらかじめ管理者が指定するものとする。 

(4)  〔省略〕 
 
   〔省略〕 
 
 （主任技術者の職務） 
第６条 主任技術者は，管理者を補佐し，次の各号に掲げる保安監督の業務を行う
ものとする。 
(1) 電気工作物に係る保安教育に関すること。 
(2) 電気工作物の工事に関すること。 
(3) 電気工作物の保守に関すること。 
(4) 電気工作物の運転操作に関すること。 
(5) 電気工作物の災害対策に関すること。 
(6) 保安業務の記録に関すること。 
(7) 保安用器材及び書類の整備に関すること。 
 

２ 主任技術者は，電気工作物の保安に関し，前項以外について管理者から意見又
は実施を求められた場合には，自己の意見を具申することができるものとする。 

 
   〔省略〕 
 

 
   〔省略〕 
 
 （趣旨） 
第１条 この規則は，電気事業法（昭和39年法律第 170号。以下「法」という。）
第42条第１項の規定に基づき，東京学芸大学（以下「本学」といい，小金井団地
に限る。以下同じ。）における電気工作物の工事，維持及び運用に関する保安を
確保するため，必要な事項を定めるものとする。 

 
   〔省略〕 
 
 （保安業務組織） 
第３条 電気工作物の工事，維持及び運用に関する責任の所在並びに電気工作物の
工事，維持及び運用に関する保安業務（以下「保安業務」という。）を執行する
ための組織構成は，次の各号に定めるところによる。 
(1) ～(2)  〔省略〕 
(3) 主任技術者が病気その他やむを得ない事由により職務の遂行ができないとき
は，あらかじめ管理者が指定した代務者がその職務を代行する。 

(4)  〔省略〕 
 
   〔省略〕 
 
 （主任技術者の職務） 
第６条 主任技術者は，管理者を補佐し，次の各号に掲げる保安監督の業務を行う
ものとする。 
(1) 電気工作物に係る保安教育に関すること。 
(2) 電気工作物の工事に関すること。 
(3) 電気工作物の保守に関すること。 
(4) 電気工作物の運転操作に関すること。 
(5) 電気工作物の災害対策に関すること。 
(6) 保安業務の記録に関すること。 
(7) 保安用器材及び書類の整備に関すること。 
(8) 発電所の起動及び停止操作に関すること。 

２ 主任技術者は，電気工作物の保安に関し，前項以外について管理者から意見又
は実施を求められた場合には，自己の意見を具申することができるものとする。 

 
   〔省略〕 
 



 
 
 （運転又は操作） 
第１１条 主任技術者は，電気工作物を安全確実に運転又は操作するため，次に掲
げる事項について定めておかなければならない。 
(1) 平常時及び事故発生時における運転又は操作順序及び運転方法並びに指令系
統及び連絡系統 

(2) 受配電室及び電路等における監視 
(3) 緊急時に連絡すべき事項，連絡先及び連絡方法 

２ 電気工作物の運転又は操作に当たつては，機器の性能及び取扱い方法を熟知し
，常に安全確実に行わなければならない。 

 
 
 
 
 
 （防災体制） 
第１２条 主任技術者は，災害その他非常の場合においては，電気工作物に関する
安全を確保するための必要な措置について，指導監督を行うとともに，危険と認
められるときは，直ちに当該範囲の送電を停止することができる。 

２ 災害発生時における電気工作物に関する保安確保のための指揮監督は，主任技
術者が行うものとする。 

 
 
 
   〔省略〕 
 
 （責任の分界点） 
第１４条 本学と東京電力株式会社間における保安上の責任分界点は，電力需給契
約に基づく東京電力株式会社の架空引き込み線との接続点とする。 

 
 
 
 （危険の表示） 
第１５条 主任技術者は，受配電室その他高圧電気工作物が設置されている場所で
危険のおそれがあるところには，注意を喚起する表示を設けなければならない。 

 
（その他） 

第１６条 この規則に定めるもののほか必要な事項は，別に定めることができる。 
 
   〔省略〕 

 
 （電気工作物の運転等） 
第１１条 主任技術者は，電気工作物を安全確実に運転又は操作するため，次に掲
げる事項について定めておかなければならない。 
(1) 平常時及び事故発生時における運転又は操作順序及び運転方法並びに指令系
統及び連絡系統 

(2) 受配電室及び電路等における監視 
(3) 緊急時に連絡すべき事項，連絡先及び連絡方法 

２ 電気工作物の運転又は操作に当たつては，機器の性能及び取扱い方法を熟知し
，常に安全確実に行わなければならない。 

３ 系統連系に係る電気工作物の運転，保守及び運用に当たつては，本学と電力需
給契約を締結している電気事業者（以下「電気事業者」という。）と協調を図る
とともに，緊急時における安全対策を明確にしておくものとする。 

４ 発電所の運転を長期間停止した後その運転を再開する場合は，別表第２小出力
発電所の項に定める基準による巡視，点検及び測定を行うものとする。 

 （防災体制） 
第１２条 主任技術者は，災害その他非常の場合においては，電気工作物に関する
安全を確保するための必要な措置について，指導監督を行うとともに，危険と認
められるときは，直ちに当該範囲の発電及び送電を停止することができる。 

２ 災害発生時における電気工作物に関する保安確保のための指揮監督は，主任技
術者が行うものとする。 

３ 災害時の系統連系は，電気事業者と十分連絡をとり，保安が確認された場合を
除いては，行わないものとする。 

 
   〔省略〕 
 
 （責任の分界点） 
第１４条 本学と電気事業者間における保安上の責任分界点は，電力需給契約に基
づく電気事業者の架空引き込み線との接続点とする。 

  （発電所の位置等） 
第１５条 発電所の位置及び需要設備の構内の範囲は，別図のとおりとする。 
２ 発電所と需要設備の区分は，専用配線用しゃ断器の一次側とする。 
 （危険の表示） 
第１６条 主任技術者は，受配電室，発電所その他高圧電気工作物が設置されてい
る場所で危険のおそれがあるところには，注意を喚起する表示を設けなければな
らない。 

 （その他） 
第１７条 この規則に定めるもののほか必要な事項は，管理者が別に定める。 
 
   〔省略〕 

 



 
 
別表第１ 
 
   〔別表省略〕 
 
別表第２ 
 
   〔別表省略〕 
 
 
   〔省略〕 
 
 
 
 
 
 
 

 
別表第１ 
 
   〔別表省略〕 
 
別表第２ 
 
   〔別表省略〕 
 
 
   〔省略〕 
 
別図 
 
   〔別図省略〕 
 
 
 
 
 
   附 則 
 この規則は，平成14年６月26日から施行し，平成14年４月１日から適用する。 
 

 


